（様式第１号）
令和　　年　　月　　日
公益財団法人北九州産業学術推進機構　
理事長　松永　守央　様
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　申請者 住所：
       　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　企業名：
　　　　　　　　　　　　　　　　  　    　　　　　　　　代表者氏名：　　　　　　　　　　　　　　　　　印
北九州産業学術推進機構GX推進補助金
交付申請書兼事業実施計画書
　北九州産業学術推進機構GX推進補助金の交付を受けたいので、北九州産業学術推進機構GX推進補助金実施規程第７条の規定に基づき、関係書類を添えて申請します。
記
１　交付を希望する補助金の申請額（補助金申請額）

	円　


　　※様式第３号_予算経費見込書の（Ａ）と同値を記載してください。
２　 事業実施期間　　　令和　　　年　　　月　　　日　から　令和　　　年　　　月　　日まで
３　 補助交付事業名
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
４　 事業概要（２００字程度）


※　金額は全て消費税及び地方消費税相当額を除く額を記入

※　北九州産業学術推進機構GX推進補助金実施規程第６条に規定する、理事長が指定する補助対象期間とは、本補助金公募開始日（令和７年９月１日）から令和８年１月３０日までです。事業実施期間はその範囲で記載してください。
（様式第1号_別紙）
１　申請者情報
（１）申請要件の確認
以下の要件に該当するか確認してください。（□に✔を入れてください。）
□　北九州市内に事業所（本社、支店、営業所、工場等）を有する者であること。
□　北九州ＧＸ推進コンソーシアムに入会していること。
□　自社の温室効果ガスの排出量算定に着手していること。
□　市税を滞納していないこと。
□　暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団（以下、「暴力団」という。）又は同条第６号に規定する暴力団員（以下、「暴力団員」という。）でないこと。
□　法人の場合にあっては、その役員のうちに暴力団員がいないこと。
□　暴力団員を自らの業務に従事させ、又は自らの業務の補助者として使用していないこと。
□　自らの事業活動について暴力団又は暴力団員により支配を受けているものと認められないこと。
（２）申請者の概要
	企　業　名
	

	代　表　者
	フリガナ
	
	役職
	

	
	氏名
	
	
	

	本社所在地
	　
 TEL                      FAX

	北九州市内の
事業所
※市内に本社がある
場合は記載不要です。
	□支店　□営業所　□工場　□その他（　　　　　　　　　）　
住所
TEL　　　　　　　　　　　　　　　　　FAX

	連絡担当者
	所属                     氏名
TEL                      FAX 
E-mail

	資　本　金
	（万円）
	設立年月日
	年    月    日

	従  業  員　数
	（全社）　　　　　　　　　　　　人
	（北九州市内）　　　　　　　　人

	
	（GX担当）　　　　　　　　　人
	


（２）申請者の概要（つづき）
	事　業　内　容
	業　　種
	

	
	主な事業内容
	

	
	主な株主と
比率（％）
	

	
	主な取引先
	

	
	直近２期の
業績
	売上高（千円）
	営業利益（千円）
	主 要 製 品・サービス

	
	
	年 
月期 
	
	
	

	
	
	年 
月期 
	
	
	



２　事業内容
補助金の交付対象となる事業（以下、「補助事業」という。）は、以下の３つのＧＸ推進のための取組みです。該当する取組みの□に✔を入れてください。
□　自社製品・サービスのカーボンニュートラルに向けた取組み

　　　　自社製品・サービスのカーボンニュートラルに向けた調査や事業計画策定等

□　新商品・新サービス開発に係る取組み

　　　　カーボンニュートラルに資する商品やサービスの開発に係る調査や事業計画策定、市場開拓等

□　ＧＸ重点分野への進出に関する取組み

　　　　ＧＸで成長が期待される政府が掲げるグリーン成長重点分野への参入に向けた調査や事業計画策定等
ここからは、事業内容について具体的に記載してください。
枠の大きさは変えないでください。内容を補記するため、表や図等を用いて説明した資料を添付しても構いません。
（１）事業名

（２）事業実施期間
　　　令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日
（３）事業の目的・背景

（ここからは、評価項目に沿って事業内容等をお尋ねします。）
（４）事業の具体的内容
　　　どのような事業を実施して何を達成することを目指すのか、簡潔に記載してください。補助を受けている期間後の展開が予定されている場合は、そちらも説明してください。

（５）波及効果・インパクト
　　　申請の取組みが実施された場合の、社会的・経済的な波及効果、事業による直接・間接的な雇用創出効果、事業が地域や業界に与えるインパクト等について記載してください。

（６）実施内容の妥当性
ア　実施体制・能力の妥当性について
　　　実施責任者や経営者の関与、専門部署や関連部署の関与等から実施体制・能力の妥当性について記載してください。

イ　実施体制に産学連携が含まれているか
　　以下に必要な説明をお願いします。

ウ　実施計画の妥当性
　　　事業を具体的にどう進めるか、実施計画をこちらに記載し、その妥当性をアピールしてください。（矢印や記号等を用いて、分かりやすく記載してください。）
エ　予算項目の妥当性
この点は、「様式第３号_予算経費見込書」の記載で評価しますので、必要な事項を記載し提出してください。
オ　申請者の財政健全性
　　この点は、添付いただく決算書で評価しますので、忘れずに関係書類の添付をお願いします。
（７）脱炭素への貢献
　　　申請の取組みにより実現する具体的な脱炭素の効果や温室効果ガス削減量の見積りとその算出根拠等について記載してください。（現時点で見込めそうなものについて定性的でもいいので可能な限り説明してください。）

（８）補助金交付後の取組みの持続可能性
　　　本補助事業完了後のGX関連の取組みの継続計画（取組み体制整備や追加資金調達計画）等について記載してください。

（９）地域社会への還元
　　　取組みが地域社会に与える影響や地域との連携、地域への具体的な貢献内容について記載してください。


（↓↓以下は交付申請時には提出不要です↓↓）
１　補助金の申請について
（１）　補助金交付申請の流れ（予定）
	交付申請書・実施計画書
受付
	⇒
	申請内容確認
	⇒
	審査
	⇒
	補助交付事業決定

（採択）
	⇒
	進捗確認・

経理事務確認
	⇒
	実績報告
	⇒
	補助金支払

	９月１日
～
９月３０日
17時
	
	１０月中旬
	
	1０月中旬

～

１１月上旬
	
	１１月

中旬
	
	12月

1月

（予定）
	
	１月３０日

まで
	
	２月末

まで


（２）　交付申請書の提出

補助金の交付を受けたい方は、以下のとおり、交付申請書等申請書類一式を提出してください。

なお、提出に係る一切の費用は申請者側の負担となります。

（３）　受付期間

令和７年９月１日（月）から令和７年９月３０日（火）まで17時必着

（４）　必要書類

	申　請　書　等

	□

	北九州産業学術推進機構GX推進補助金
交付申請書兼事業計画書
□代表者印を押印にしているか
	様式第１号、
様式第１号_別紙


	□
	財務内容確認書兼暴力団等の排除に関する同意書
	様式第２号

	□
	役員名簿
	様式第２号_別紙

	□
	予算経費見込書
	様式第３号

	添　付　資　料

	□
	申請者の会社案内等のパンフレット　１部

	□
	申請者の市税納税証明書
（市税に滞納がないことの証明。発行から3ヶ月以内のもの）　１部

	□
	直近2期分の決算書（財務諸表）　1部

	□
	事業概要や事業実施計画内容を補記するため、表や図等を用いて説明した資料（提出は任意）　１式

	※提出書類は全てPDF形式・A4サイズにしてください。


２　申請にあたっての注意事項
（１）　補助対象期間について
　　　北九州産業学術推進機構GX推進補助金実施規程第６条に規定する、理事長が指定する補助対象期間とは、本補助金公募開始日から令和８年１月３０日までです。

（２）　補助金申請額について
補助金申請額は、補助対象経費合計に1/2を乗じて得た額、かつ交付上限の５００万円を超えない額としてください。また、1,000円未満の端数は切り捨てて記載してください。
（３）　補助対象経費について（全般）
ア　原則、補助対象期間中に発生（発注）し、納品支払いが完了した経費のみが対象経費となります。それ以前に発生した経費について遡っての計上は出来ません。
イ　審査前から事業着手を行ったとしても、不採択となった場合は、全額補助対象外 となります。
ウ　補助の対象となる経費は、本事業の目的・趣旨に沿った補助交付事業と密接に関係するものに限ります。
（４）　消費税について

ア　消費税等は補助対象経費から除外して算定してください。

イ　ただし、以下に掲げる補助金交付申請者（以下、「申請者」という。）にあっては、補助金の交付を受けて行う事業（以下、「補助交付事業」という。）の遂行に支障を来すおそれがあるため、消費税等を補助対象経費に含めて補助額を算定できるものとします。

・消費税法における納税義務者とならない申請者

・免税事業者である申請者

・簡易課税事業者である申請者

・課税事業者のうち課税売上割合が低い等の理由から、消費税仕入控除税額確定後の返還を選択する申請者

（５）　振込手数料について

振込手数料については、補助対象経費から除きます。

（６）　特別に注文して製作・購入する機械装置及び消耗品等について

市販されていない資機材や試作品について第三者に製作を依頼し、購入する場合は、外注費ではなく、取得価格に応じて「Ⅰ‐２機械装置等製作・購入費」又は「Ⅰ‐３消耗品費」へ計上してください。
（７）　ソフトウェアの購入について
　　　ソフトウェアの取得価格が税抜２０万円以上かつ使用可能期間が１年以上の場合は「Ⅰ－２機械装置備品費」、税抜２０万円未満または使用可能期間が１年未満の場合は「Ⅰ－３消耗品費」へ計上してください。
（８）　汎用品について

パソコン、スマートフォン、カメラ等の汎用品は、補助交付事業に必要不可欠なもののみを対象とします。
（９）　補助金で購入・導入した機器やシステムについて

補助金で購入・導入した機器やシステムは、補助交付事業の目的の範囲内に限り使用できるものとし、目的外の使用は認められません。個人事業主等で、事業用と私的利用を完全に区分できない場合は、両者の使用率等をもとに案分し、事業用部分のみを補助対象とします。
（１０）　労務費 （従業員費、補助員）について

ア　労務費は時給単価（円／時間：小数点以下切り捨て）にて計算します。また、基本給与のほかに諸手当（家族手当、居住手当、通勤手当（ただし、超過勤務手当、賞与及び臨時に支給する手当を除く））及び法定福利費を含めることができます。令和６年４月の給与を基に時給単価を算出し、補助交付事業に従事する予定時間数を乗じてください。ただし、月給等としての実支給額が時給単価×従事時間数で算出した額を下回る場合、実支給額を当該月の補助上限額とします。役員報酬は補助対象経費には含まれません。

イ　アルバイト・パートについては、雇用契約書等に基づく時間単価を適用します。

ウ　労務費を計上する従業員・補助員については、業務日報を作成し、業務完了報告時に提出してください。その際に給与台帳及び出勤簿等の給与支払いの根拠となる書類も提出してください。

エ　人材派遣会社から補助員を採用する場合、複数の派遣会社を経由する採用は認められません。

（１１）　旅費について
　ア　旅費は、補助対象経費Ⅰ、Ⅱ、Ⅲの合計額の２０％以内とします。
イ　補助交付事業を実施する上で特に必要とした交通費（原則公共交通機関を利用）及び宿泊費等について、「その他経費」の中で旅費としての計上を認めます。旅費を計上する場合は、当該申請者の旅費規程等により算定してください。
ただし、この場合の旅行についても、特別な理由がない限り、タクシー料金、　　　グリーン車料金及びビジネスクラス・ファーストクラス料金等は認められません。

　　　ウ　業務完了報告時は、旅費規程及び補助交付事業に従事したことがわかるよう、出張報告書を提出してください。出張報告書には、出張者、用務先、日時、目的などについて「いつ、誰と、どこで、何をしたか」を具体的に記載してください。

（１２）　技術指導費について

補助交付事業の実施にあたり、外部の専門化などの技術指導を必要とする場合、当該専門家等に支払う謝金や旅費等については、原則申請者の謝金規程等により算定された額の計上を認めます。
上記技術指導費を計上する場合は、謝金規程及び旅費規程を完了報告時に提出してください。
ただし、この場合の旅行について、特別な理由がない限り、タクシー料金、グリーン車料金及びビジネスクラス・ファーストクラス料金等は認められません。
（１３）子会社等と取引する場合の利益排除
　　　子会社及び孫会社と取引する場合は、原則として利益相当分を排除した価格（製造原価等）を計上してください。
（１４）　補助対象経費に関する支払伝票など支出関係書類の提出について
ア　補助対象経費に関する仕様書、見積書、納品書、請求書、口座振込受取書、領収書、出納簿、契約書などの支出に係る一連の証拠書類等の写しは、確認を求められた場合は、提出をお願いします。また、実績報告書と一緒に、実績報告書の様式に指定された全ての関係書類を提出してください。
イ　補助対象経費の支払い方法は銀行振込を原則とします。ただし、経理処理等の都合上、現金やクレジットカード（リボ払いなどは認められません。）による支払いも可とします。
なお、手形・小切手による支払いを行った場合、原則として補助対象経費と認めません。
ウ　賃借料、使用料等請求の関係上、補助期間内に支払いが完了できない場合は、補助期間終了後１ヶ月以内に支払いが確認できる書類を提出してください。
（１５）　補助交付事業の実績報告について
実績報告書は、実績報告書の様式に指定された全ての関係書類を添えて、指定の様式で令和８年１月３０日（金）までに提出してください。
（１６）　補助金の支払いについて
二次募集では補助事業期間が短いため、補助交付事業全体の事務負担軽減の観点から、概算払は実施しません。
（１７） 北九州市等の他の制度との併給制限について
　　　　同一の補助交付事業について、同一年度中に、北九州市及び市の関係団体が実施する事業の補助金等の交付を受ける事はできません。
３　申請から補助終了後までの注意事項について
（１）　応募時注意事項
公募終了後、北九州産業学術推進機構（以下、「当財団」という。）にて申請内容を精査・確認し、必要に応じて審査内容に関してヒアリングを実施する場合があります。ヒアリングの対象になった申請者には、事前に当財団から連絡します。確認した内容は、審査の参考資料とします。　
（２）補助金対象事業を採択するにあたっての審査について

ア 外部有識者等により構成する審査委員会において審査します。

イ 審査方法は申請件数や申請内容等によって変更される場合があります。

ウ　当財団設置する審査委員会において、提出書類に基づき、審査及び評価採点を行　い、その結果をふまえ予算の範囲内で採択事業を決定します。なお、審査の途中経過のお問い合わせには一切応じかねます。
評価項目は、以下のとおりです。
	評価項目
	配点

	①波及効果・インパクト
	申請の取組みが実施された場合に、ＧＸ推進に関する社会的波及効果・インパクトが大きいか。
	１８点

	②実施内容の妥当性
	目標が明確であり、事業計画の内容は現実的かつ具体的か（補助事業完了直後に社会実装に至らない活動であっても、その蓋然性が高ければ評価する）。具体的には、次の項目で評価する。
	２０点

	
	・実施体制・能力の妥当性
	（５点）

	
	・実施体制に産学連携が含まれているか
	（２点）

	
	・実施計画の妥当性
	（７点）

	
	・予算項目の妥当性
	（３点）

	
	・財政健全性
	（３点）

	③脱炭素への貢献
	申請の取組みがなされることで、最終的に温室効果ガスの削減につながる可能性が高いか、またその削減の意義は大きいか（補助事業完了直後に実際に削減が見込めなくても、その後の関連の取組みの継続で削減が見込める場合は評価する）。
	８点

	④補助金交付後の事業の持続可能性
	本補助金の交付後も、金融機関・投資機関等からの資金を得て、関連の取組みを継続できる見込みがあるか。
	１０点

	⑤地域社会への還元
	将来的に市内経済への還元や地域の活性化に結び付くことが見込まれるか。
	４点

	計
	－
	６０点


（３）　採択について

採択結果は、審査委員会終了後の交付決定時に通知します。なお、申請額より減額して採択決定する場合があります。

（４）　交付決定後の注意事項
ア 交付決定は原則として、書面で通知します。
イ　交付決定の途中経過のお問い合わせには一切応じかねます。 

ウ　交付決定時に通知する交付決定額は、補助金交付額の上限を示すものです。
（５）　補助交付事業実施に係る注意事項について
ア　補助交付事業の進捗確認について
当財団は、補助交付事業の進捗状況について実績報告を受ける前にも必要に応じ確認し、支援や助言、指導等を行います。
イ　経理事務の確認について
当財団は、補助対象経費の支出状況について実績報告を受ける前にも必要に応じ確認し、助言や指導、指示等を行います。
（６）　事業計画の変更について

　　　補助交付事業実施期間中に、申請内容（事業内容や予算、実施体制、期間等）の変更がある場合は、軽微なものを含め事前に担当者にご相談ください。

　　　なお、変更内容が以下に該当する場合は、事前に「様式第６号_事業変更承認申請書」を提出し、理事長の承認を得る必要があります。

　　　【理事長の承認が必要な場合】

　　　　・補助対象経費に２０％を超える増減があるとき

　　　　・申請時に提出した事業計画にないものに支出するとき

　　　　・補助交付事業の期間を変更するとき

　　　　・補助交付事業の実施方法、事業体制を変更するとき

　　　　・企業間の合併・買収及び統廃合、分社化等の会社再編により、

　　　　　権利義務の承継・移転が発生するとき

　　　　・その他、当財団が必要と認めるとき
（７）　事業実施計画の中止について

　　　事業実施計画を中止する場合は、事前に「様式第8号_事業中止申請書」を提出し、理事長の承認を受ける必要があります。

　 （中止の理由次第では、認められない場合がありますので、ご注意ください。）

　　　なお、中止を承認された補助交付事業者は、直ちに中止になるまでの事業進捗状況をまとめ、当財団に実績報告書を提出するとともに精算しなければなりません。また、精算の際に支出の認められないものについては、納付期限までに返還しなければなりません。

（８）　補助額の確定について
補助交付事業が完了し、実績報告の検査後に補助額を確定します。（交付決定通知時の金額から減額することがあります。）
（９）　補助交付事業完了後の注意事項について
ア　追跡調査について
補助対象期間終了年度の翌年度以降、少なくとも５年間、年に一度、追跡調査（事業の進捗等の調査）を行います。その他、当財団が実施する本事業に関する調査にもご協力をお願いいたします。
イ　成果発表について
当財団は、事業成果を広く発信することで、事業拡大の促進、地元企業への成果普及、市内産業の製品・サービスのＰＲなどを行っています。
つきましては、事業終了後、下記の事項について当財団から依頼があった際には、ご協力をお願いいたします。
・当財団及び北九州市が開催する展示会や発表会での成果発表
・当財団及び北九州市のWebサイト等に掲載する本事業の成果の原稿作成及び報道発表のための資料作成
・事例集、事例動画集等の取材協力
　　　ウ　財産処分の制限について
補助交付事業により取得し、又は効用の増加した機械等の財産については、補　助交付事業終了後も善良な管理者の注意をもって管理し、補助金交付の目的に従って効果的運用を図ってください。また、取得価格又は効用の増加価格が単価５０万円以上の財産について、取得財産ごとの減価償却期間の耐用年数以前に当該財産を処分する必要がある時は、事前に理事長の承認を受けていただく必要があります（「様式第１６号_財産処分承認申請書」を使用してください）。
また、財産処分によって得られた収入の一部を当財団に納付していただく事があります。
４　本補助金に関する問い合わせ及び申請書等提出先
　　申請書等の書類は、以下に記載のメールアドレス「fais-gxsuishin@ksrp.or.jp」に添付して提出してください。提出の際は、A4サイズですべてPDF形式にて提出してください。提出された書類の修正や返却はできません。 

　提出の際は、「令和７年度GX推進補助金二次募集」の申請である旨を、メール件名及び本文に記載してください。
当財団の電子メールの添付ファイルの容量は、１メールあたり15MB程度です。添付ファイルの容量が大きく、メールに添付できない場合は、例えば以下のような提出方法でも構いません。いずれも、「令和７年度GX推進補助金二次募集」の申請である旨が分かるようにして提出してください。
・クラウドストレージを利用
・ファイル転送サービスを利用
・CD－R等の媒体に焼いて郵送







以下の書類の提出をお願いします。


□　様式第２号_財務内容確認書兼暴力団等の排除に関する同意書


□　様式第２号_別紙_役員名簿


・財務内容を確認し、別紙役員名簿（Excel表）に会社・法人の登記簿謄本（履歴事項全部証明書）に記載されている役員全員を記載してください。


・その上で企業、個人もしくは組合名、代表者名及び代表者印を記入捺印し、提出してください。


□　申請者の会社案内等のパンフレット


□　申請者の市税納税証明書（発行から３ヶ月以内）


・市税に滞納が無い証明書（完納証明書）を提出してください。


□　直近2期分の決算書（財務諸表）















































　　　　　　　月


項目�
９�
１０�
１１�
１２�
１�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
�
























以下の書類の提出をお願いします。


□　様式第３号_予算経費見込書





また、必要に応じて、事業概要や事業実施計画内容を補記するため、表や図等を用いて説明した資料を添付しても構いません。資料を添付する場合は、該当する項目に✔を入れてください。添付の際は、どの項目の資料か分かるように記載してください。


添付資料　　　□あり　／　□なし


□　事業の目的・背景


□　事業の具体的な内容


□　波及効果・インパクト


□　実施内容の妥当性


　　　　　□　実施体制・能力の妥当性


　　　　　□　実施体制に産学連携が含まれているか


　　　　　□　実施計画の妥当性


　　　　　□　予算項目の妥当性


　　　　　□　申請者の財政健全性


□　脱炭素への貢献


□　補助金交付後の取組みの持続可能性


□　地域社会への還元





＜お問い合わせ先・申請書等提出先＞


　　　公益財団法人北九州産業学術推進機構（FAIS）


産学連携センターGX推進部


〒808-0135　北九州市若松区ひびきの2番1号


TEL:093-695-3006　　FAX：093-695-3018


E-mail: fais-gxsuishin@ksrp.or.jp








1

